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R6.10.25 徳島市総合教育会議
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１-1 現状（制度概要）
【事業開始】昭和３９年４月１日

【事業目的】修学の能力があるにもかかわらず、経済的理由で

大学(当初は高校も対象、平成２３年度から除外。)への就学が

困難な者に対し奨学金の貸付を行い、教育の機会均等を図る。

【事業内容】

貸付期間：在籍する大学の正規の最短修業期間

返還期間：卒業後１２年以内

区分 貸付額 利子 募集人員

県内大学 20,000円/月
なし 20人以内

県外大学 30,000円/月
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１-2 現状（利用者推移）

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28

件数
申込 10 9 17 25 16 23

貸付 10 9 16 20 16 20

H29 H30 R元 R2 R3 R4

9 12 ５ ３ ４ ６

9 12 ５ ３ ４ ６

R5 R6

４ １

４ １

・国によるH29からの給付型奨学金事業の導入､R2からの高等教育の
修学支援制度の施行（大学無償化）により､申請件数が減少。

・R6からの日本学生支援機構の奨学金制度拡充後､申請は１件に。

▲ [国]高等教育の修学支援制度施行
(大学無償化）

▲ [国]奨学金
制度拡充

▲ [市]対象から高校生を除外（H２２～の高校無償化､県給付型奨学金､H22申請０件が理由）

▲ [国]給付型奨学金事業導入
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２ 制度見直しの必要性

• 国における平成29年度からの給付型奨学金事業の導入､

令和２年度からの高等教育の修学支援新制度の創設(大学無償化）

を背景に、近年における本市奨学金の申込件数は減少。

• 令和５年度決算概要聴取（令和６年７月１２日実施）において

代表監査委員から「応募者が減少している本事業を特別会計と

して残しておく必要性が感じられない。他の手段による方法、

方向性も含めて今後検討すべき」との指摘あり。

• 他都市においては、制度廃止や、貸付型から給付型への転換、

移住・定住促進等、多様な目的をもつ奨学金や奨学金償還支援

事業等に取り組む事例が増加。
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３-1 進学に要する経費と支援
(入学前に必要な費用）

5出典：独立行政法人 日本学生支援機構「高校教員向け「進学マネー・ハンドブック」



３-2 進学に要する経費と支援
(在学中の平均的収支）
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出典：独立行政法人 日本学生支援機構「高校教員向け「進学マネー・ハンドブック」



４ 国の制度
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8
出典：文部科学省HP「高等教育の修学支援新制度」
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出典：文部科学省HP「高等教育の修学支援新制度」
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出典：文部科学省HP「高等教育の修学支援新制度」



５-1 返済の負担（本市制度と奨学生の状況）

【本市奨学金制度における返済額の目安】

【延滞理由】(R3日本学生支援機構調）

区分 奨学金貸与額（12年払の場合の返済必要額）

県内大学(4年制) 総額 960,000円（年額80,000円・月額約6,700円）

県外大学(4年制) 総額1,440,000円（年額120,000円・月額10,000円）

順位 理 由 割 合

１ 本人の低所得 63.8％

２ 奨学金の延滞額の増加 36.7％

３ 本人の借入金の返済 30.7％

４ 失業中 26.0％

５ 本人親への経済支援 19.1％

６ 本人の病気・ケガ 16.0%

７ 返済者である親の経済困難 15.4%

11出典：独立行政法人 日本学生支援機構「高校教員向け「進学マネー・ハンドブック」



５-2 返済の負担（奨学生の状況）

【奨学生の卒業後の職業】(R3日本学生支援機構調）

【奨学生本人の年収】(R3日本学生支援機構調）

正規 非正規 自営 学生 専業主婦(夫) 無職(失業中)

延滞者 ３９．９ ２９．９ ７．６ ０．４ ３．３ １５．７

無延滞者 ７４．５ １３．２ ２．９ １．１ ３．９ ２．９

(%）)

0～300万円以下 300万円超～400万円以下 400万円超～500万円以下

延滞者 ６８．２ １４．３ ６．０

無延滞者 ４２．９ ２０．９ １４．２

500万円超～600万円以下 600万円超～700万円以下 700万円超

延滞者 ３．９ １．９ １．９

無延滞者 ９．０ ３．８ ６．６

(%）)

◆ 奨学生本人の職業は、延滞者よりも無延滞者の方が安定した就業状況にある。
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５-3 返済の負担（奨学金の返還支援制度）

徳島県奨学金返還支援制度

【事業目的】
若者の県内就業の促進と産
業人材の確保
【助成方法】
大学卒業後、県内事業所で
３年以上就業した場合に支
援を開始し、就業4年目か
ら8年目までの5年間、補助
金を交付。
【助成額】
借受金額の1/2
（上限1,000千円）
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出典：独立行政法人 日本学生支援機構「高校教員向け「進学マネー・ハンドブック」



６-1 他都市の状況（県内）
団体 奨学金制度（◆）、返還支援制度（◇）の実施状況

徳島県
◆貸与型（高校生対象､経済的修学困難､貸付額18,000～35,000円/月､無利子､併用不可）
◆給付型（高校生対象､生活保護又は非課税世帯､32,300～152,000円/年､毎年申請必要）
◇県内事業所に3年以上就業した者､借受金額の1/2（上限100万円）を5年に分けて補助

徳島市 ◆貸与型（大学生対象、経済的修学困難、支給額20,000～30,000円/月､無利子）

鳴門市 ◆給付型（中学3年生対象、生活保護又は就学援助対象世帯、高校入学準備金10万円）

小松島市 ◆給付型（高校生対象、経済的修学困難、支給額5,000円/月＋大学入学準備金10万円）

阿南市
◆貸与型（高校生･大学生対象､経済的修学困難､貸付額10,000～60,000円/月､無利子）
◇市内に１年以上居住する者、該当年度の償還額の1/2を補助、毎年申請必要

吉野川市 ◆貸与型（大学生対象､経済的修学困難､貸付額20,000～25,000円/月､無利子）

阿波市
◆貸与型（高校生･大学生対象､経済的修学困難､貸付額9,000～25,000円/月､無利子）
◇市内に5年以上居住する被雇用者等､年間返還額の2/3～全額(上限20万円）を補助､5年間

美馬市 ◇UIJターン移住者､年間返還額の1/3(上限20万円）を補助、対象期間は５年間

三好市
◆貸与型（高校生･大学生対象､経済的修学困難､貸付額6,000～64,000円/月､無利子）
◇市内に1年以上居住する者､借受金額の1/10を補助､毎年申請必要､最長10年間
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団体 徳島市 高松市 松山市 高知市

奨
学
金
制
度

貸与型

･大学生対象
･経済的修学困難
･2万～3万円/月
･無利子

･高校生対象
･入学準備金調達困難

･国公立10万､私立
25万/1人１回

･無利子

･大学生対象
･経済的修学困難
･入学支度金
30～50万円

･3万～5万円/月
･無利子(併用不可)

･大学生対象
･経済的修学困難
･入学支度金
10万～20万円

･2万～3万円/月
･無利子

給付型

･高校生対象
･経済的修学困難
･全体評定3.5以上
･9,000円/月

返還支援制度

･UIターンかつ市内
中小企業被雇用者
(５年居住予定)
･返還額の1/2･3年
(年上限20万円）

･父母35歳以下の
出産世帯等
(1年居住予定）

･子1歳になるまで
･父母各々20万円

･大学新卒又は
県外住35歳以下,
県内正規雇用で
市内住 (6年予定)

･返還額の3/3･6年
(年上限45万円)

６-2 他都市の状況（四国県都）
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６-3 他都市の状況（その他の都市）
【奨学金制度を廃止】
〈大学生対象〉
・岡山県高梁市(貸)､三重県名張市(貸)(R6.4)
・兵庫県川西市(貸)(R5.4)

〈高校生対象〉
・兵庫県明石市(貸)､大阪府門真市(給)(R3.4)

※明石市は廃止前年度から
中学生対象の高校進学支援金の給付を開始。

・兵庫県小野市(給)(R2.4)

【制度内容の見直し】
・太田市…高校･大学生の貸与型奨学金を廃止し、

(R7～） 大学生への給付型奨学金を創設
・足立区…大学生の貸与型奨学金を廃止し、

(R4～)   大学生への給付型奨学金を新設
・長崎市…大学生の貸与型奨学金を廃止し、

(H30.4）高校入学支度金の給付型奨学金を創設
・石狩市…大学生の給付型奨学金を廃止し、

(H27.4)  高校生への給付型奨学金を充実

【多様な目的を有する奨学金返還支援制度】

【移住･定住促進】R5.6時点国調
・全国市区町村における実施状況

717団体/1,741団体(41.2%)
・県庁所在市における実施状況

21市/46市(45.7%)

【人材確保】
・中小企業…金沢市､高松市 他
・保育士…鹿児島市､大津市 他
・介護･障害福祉分野…
名古屋市､盛岡市､明石市他

【子育て支援】
・愛媛県全域(県市連携)
…出産世帯の返還支援

・宇治市､姫路市
…子育て世帯優先､
ﾗｲﾌｲﾍﾞﾝﾄ加算あり
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７ 検討の視点
【現状まとめ】

・国による高等教育の修学支援制度等は拡充の方向性➡ニーズ低下見込

・県内では高校生対象の事業が多く、給付型・貸与型が混在

・四国県都では入学支度金を貸し付けるケースが多い

・定住促進等を目的とした奨学金返還支援制度を実施する団体が増加

【見直しの方向性】

① 現制度の廃止（廃止とする際の条件設定を行う。例：2年連続申請０）

② 制度内容の変更（大学生➡高校生､貸付➡給付､入学支度金 等）

③ 別途制度を創設（本市課題に対応した目的を有する新制度の創設）
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